




別 紙

人事・給与制度の見直しについて

事 項 施行(適用)予定

１ 平成26年人事院勧告に基づく給与改定（平成26年度実施分）

(1) 給料表の改定 平成26年４月１日

平均０．３％の引上げ（若年層に重点を置いた改定）

(2) 期末勤勉手当の支給割合引上げ 平成26年12月１日

年3.95月分から年4.10月分に引き上げ，勤勉手当に配分

(3) 通勤手当の見直し 平成26年４月１日

交通用具使用者に係る通勤手当について，使用距離の区分に応じ，

100円から7,100円までの幅で引上げ

２ 給与制度改革

(1) 級構成の見直し

一職一級制の導入

(2) 給料表の改定

平均２％の引下げ（現３級以上の高位号給は最大４％程度引下げ）

(3) 技能労務職給料表の導入

技能労務職員について，行政職給料表の適用から分離し，国の行二

表に準じた給料表を導入のうえ移行

(4) 電車乗務員について乗務職等給料表から技能労務職給料表への切替え

乗務職等給料表を廃止し，技能労務職給料表へ切替え

(5) 病院局医療職について行政職給料表適用から医療職給料表への切替え 平成27年４月１日

行政職給料表の適用となっている医療技術職，看護師等について，

それぞれ医療職給料表(2),(3)へ切替え

(6) 地域手当，単身赴任手当の引上げ

地域手当 東京都：支給割合 18％→20％

単身赴任手当 基準額 23,000円→30,000円

距離別加算 上限45,000円→70,000円

(7) Ｈ18経過措置の廃止（継続協議事項）

平成18年給与構造改革に伴う経過措置を廃止

(8) 制度改革に伴う経過措置

制度改革に伴う激変緩和のための経過措置を実施

(9) 制度改革に伴う退職手当算定の特例

退職時給料が制度改革による切替日の前日の給料（給与改定後）を

下回る場合，同日に退職した場合の手当額を保障する特例規定を適用

３ 希望降任制度および降格時号給対応表の導入 平成27年４月１日

病気，介護等一定の要件を満たす職員の申し出に基づいて，下位の職

へ降任することができる制度を導入（降任後の給料月額は，降格時号給

対応表を導入し引下げ）


